
決算書掲載頁　P223・P229

中学校の理科教育等の振興を図るため。
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直営 平成4年度以前 理科教育振興法、理科教育振興法施行令、理科教育のための設備の基準に
関する細目を定める省令

市立中学校７校

引き続き、理科教育設備の整備状況の向上を目指し、継続的な整備を実施する。
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国庫補助により理科の教育のための設備を整備し、中学校の理科教育環境の推進を図る。
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